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平成３０年度　自己評価計画書（最終評価） 石川県立加賀高等学校

主担当 実現状況の達成度判断基準 集計結果 分析（成果と課題）

①

基本的な生活習慣を確立す
るため、朝学習の時間を取
り入れ、遅刻防止指導を徹
底し、遅刻者を減らす。

生徒指導課
全職員

無遅刻日数が５０日を越えるクラスが
Ａ　全クラスが達成できた
Ｂ　４つ以上のクラスが達成できた
Ｃ　３つ以上のクラスが達成できた
Ｄ　３クラス未満の達成であった Ｂ

4ｸﾗｽ

　2年前より始めた朝学習の時間を取り入れたことで遅刻が大幅
に減少した。そのため、4クラスが無遅刻日数50日を超えることが
できた。
　遅刻カードを導入したことで、遅刻常習者数も減少傾向にあ
る。しかし、他校と比較すると、まだ遅刻者は多い。担任と生徒指
導課で連携し、早期に遅刻者に対して指導を行えるようにしてい
きたい。また、家庭との連絡を密にすることで遅刻に対する規範
意識を高め、基本的な生活習慣の確立を図っていきたい。

②

登校時や下校時、また、授
業の挨拶時に大きな声で主
体的に挨拶できるようにす
る。

生徒指導課
全職員

明るく大きな声で習慣的に挨拶がで
きるようになったと実感できる生徒
の割合が
Ａ　85％以上である
Ｂ　75％以上である
Ｃ　65％以上である
Ｄ　65％未満である

C
73%

　学校評価アンケートよると中間評価の71％を若干上回り73％で
あった。昨年度の68%からも上昇している。また、全教員により当
番制の挨拶運動を計画したが、教員の減少にともない他の校務
も忙しさを増しているため参加数が減ったと思われる。
　来年度は、挨拶講習会を進路指導課と連携して行うなど、効率
の良いあいさつ指導の工夫をしたい。生徒の中には、明るく大き
な声で挨拶できる生徒もいるので良い方向に向かうよう働きかけ
を行っていきたい。

③

いじめを見逃さない学校づ
くりのための対応や体制づ
くりの向上を図る。

生徒指導課
全職員

いじめを見逃さない学校づくりのた
めに、適切な取り組みがされている
と実感できる生徒の割合が
Ａ　85%以上である
Ｂ　75%以上である
Ｃ　65%以上である
Ｄ　65%未満である

C
71%

　学校では「いじめ」を見逃さないための取り組みがされていると
答えた生徒が71％となった。中間評価では、66％であった。
　県教委への報告件数は昨年に比べて多い。そのため13回のい
じめ問題対策委員会を行い、早期発見と対策に努めている。
　今年度は生徒会執行部からの啓発活動を行うことができなかっ
たので、今後は、放送等による啓発活動に力を入れる必要がある
と考えている。
　（私はいじめをしたり見逃したりはしないと回答している生徒の
割合は89%であった。）

・遅刻を繰り返す生徒も減っており、遅刻指導は概ね成果をあげている。
・社会人になったときには挨拶は大切であるという自覚はある。大人しい生徒が多いが恥ずかしがらずに行ってほしい。

重点目標 具体的取組

1 基本的生活習
慣の確立を図
り、社会に出
て通用する規
範意識を育
む。（朝学習
の導入、登校
指導と挨拶運
動の推進、服
装容儀・接遇
の指導、家庭
との連携強
化、いじめの
防止）

学校関係者評価委員会の評価

学校関係者評価委員会の評価をふまえた今後の改善策
・挨拶の声が響く、明るい学校づくりを推進する。
・いじめの早期発見に努め、速やかな対応と報告を行い、いじめを見逃さない学校づくりを強化する。



No.2

主担当 実現状況の達成度判断基準 集計結果 分析（成果と課題）重点目標 具体的取組

①

ＩＣＴを効果的に活用した
り、アクティブラーニング
を取り入れたりし、深い理
解につながる授業に努め
る。

教務課
各教科

授業を受けて学力が身に付いたと実
感できる生徒の割合が
Ａ 95％以上である
Ｂ 90%以上である
Ｃ 80%以上である
Ｄ 80%未満である

C
87%

　昨年度の82%からは上昇している。
　理解を深める指導のために、今年度より導入した「学び直し」に
よる基礎学力の定着及び授業への積極的な取り組みを評価する
ルーブリック評価を行ったことが要因と考えられる。
　ＩＣＴ等の利用・アクティブラーニングを更に推進し、確かな学力
や技能の習得に努めたい。

②

習熟度別や少人数制の学習
指導などを通して、基礎学
力の定着・向上をはかると
ともに、生徒全般の成績向
上を図る。

教務課
各学年

外部試験において、成績上昇者の割
合が
Ａ　70％以上であった
Ｂ　65％以上であった
Ｃ　60％以上であった
Ｄ　60％未満であった

D
54%

　外部の基礎力診断テストにおいて、1・2年生の全国偏差値の4
月と1月の比較では成績上昇者は54%であった。昨年度の上昇者
は62%であり減少している。互見授業等により授業の充実を図り、
生徒の成績を向上させていく。

③

計画的に学習する習慣を身
につけさせるために、学
年・教科において、日々の
宿題を工夫することと、定
期考査前の学習指導を充実
させる。

教務課
各学年
各教科

定期考査前における全生徒の平均課
外学習時間が１日あたり
Ａ　100分以上である
Ｂ　80分以上である
Ｃ　60分以上である
Ｄ　60分未満である

C
68分

　1・2学期の定期考査前の平均学習時間調査は68分であった。
昨年度の78分から減少している。
　２年生の学習時間では、2時間以上の学習時間が43%となり、１
学期期末から２学期期末にかけて8％増加している。
　１年生も90分以上が24%から31%へと増加している。
　今後は1年生の36%、２年生の29%の学習時間0分の生徒に対し
ていかに学習を促すかが課題である。

「産業社会と人間」や「総
合的な学習の時間」をとお
して、キャリア教育の充実
をはかる。

進路指導課
各学年

２年生１月末に具体的進路志望が確
定している生徒が
Ａ　95％以上いる
Ｂ　85％以上いる
Ｃ　75％以上いる
Ｄ　75％未満である

B
88%

　1月末の進路希望調査において、進路志望が確定している生
徒の割合が88％で評価Bという結果であった。昨年度の76%から
は上昇している。
　未定の生徒は8名であるが、そのうち7名は進学か就職かが決
定している。7名の内訳としては、1名が四年制大学の進学を考え
ており、6名は就職を希望しているが職種について迷っているとい
うことであった。

「産業社会と人間」や「総合的な学
習の時間」の授業は自分の将来を考
える上で役立っているという生徒の
割合が
Ａ　90％以上である
Ｂ　85％以上である
Ｃ　80％以上である
Ｄ　80％未満である

C
83%

　「産業社会と人間」および「総合的な学習の時間」では、例年と
同様に進路関係の様々な行事を行ってきた。これらの授業や行
事は自分の将来の進路を考えるための参考になっていると回答
した生徒は昨年度と同様に83％という結果になっている。
　来年度は、これらの進路行事を精選し、より地域と連携したもの
にしていきたい。

2 授業力向上と
キャリア教育
の充実に努
め、確かな学
力や専門的な
技能の習得と
個に応じた進
路実現を目指
す。（アク
ティブ・ラー
ニングとＩＣ
Ｔ活用の推
進、互見授業
の充実、プレ
ゼンテーショ
ン力の育成、
明確な｢本時
のねらい｣、
発問の工夫、
学び直しによ
る基礎学力の
定着、有用な
資格の取得）

④

・学力が身に付いたという生徒が多く、外部試験でも成績が上昇している点は評価できる。
・地域の実状に応じた進路を考えてほしい。

・学び直しによる基礎学力の定着を図る。
・主体的・協働的な学びを図るため、授業への取り組みに対するルーブリック評価を更に進める。
・地域の企業との連携を深め、地域に残り、地域の活動ができる人材育成を目指す。

学校関係者評価委員会の評価

学校関係者評価委員会の評価をふまえた今後の改善策



No.3

主担当 実現状況の達成度判断基準 集計結果 分析（成果と課題）重点目標 具体的取組

①

一社会人として「生涯にわ
たって学習する」態度の基
礎を育むため、資格取得へ
の挑戦を継続させる。

進路指導課 １年間に１つ以上の資格を取得した
生徒が
Ａ　60％以上いる
Ｂ　50％以上いる
Ｃ　40％以上いる
Ｄ　40％未満である

B
57%

　これまでも資格取得を推進してきたが、昨年は合格者がいな
かった「電話応対技能検定」に1年生で4名が合格するなど、資格
取得に挑戦する気運が高まってきている。その結果、昨年度は
資格取得者が5割を切っていたが、本年度は57％に上昇した。
　2年生でも電卓、情報処理、ビジネス文書、漢字、数学、英語な
ど多くの検定資格を取得する生徒が増加している。
　今後は更に上位級にチャレンジするよう指導していきたい。

②

様々な背景をもつ個々の生
徒理解に努め、支援できる
能力の向上を目指す。

教育相談
各学年

先生は自分のことを理解しようとし
てくれているという生徒の割合が
Ａ　80％以上である
Ｂ　75％以上である
Ｃ　70％以上である
Ｄ　70％未満である

A
88%

　「先生は自分のことを理解しようとしてくれている」と回答した生
徒は88％、中間評価では83％であった。昨年度の70%から大きく
伸びている。
　生徒一人ひとりの顔がわかるという小規模校ならではの強みを
活かし、更なる生徒理解を深め、支援体制を向上させていきた
い。

③

地域に根ざした学校とし
て、教職員、生徒が一体と
なり、地域の清掃などのボ
ランティア活動に進んで取
り組む。

保健環境課
生徒指導課
（特活）

年間を通してボランティア活動に参
加したことのある生徒の割合が
Ａ　70％以上である
Ｂ　60％以上である
Ｃ　50％以上である
Ｄ　50％未満である

C
57%

　ＫＯＴ（加賀高校おそうじ隊）活動は4回実施し、延べ192名の生
徒が参加した。昨年度より参加人数は減少しているが、割合はあ
まり変化がない。
　現状は部活動の生徒や生徒会執行部に頼るところが大きいた
め、今後は掲示物や放送を利用した生徒への呼びかけを増やす
など、生徒全体のボランティア意識を高め、参加者のすそ野を広
げたい。

④

部活動をとおして生徒の活
力を引き出し、自信を持た
せることによって学校の活
性化を図る。

生徒指導課
（特活）
各部顧問

部活動に取り組む生徒の割合が
Ａ　70％以上である
Ｂ　65％以上である
Ｃ　60％以上である
Ｄ　60％未満である A

70%

　生活についてのアンケートの結果、部活動に参加していると答
えた生徒が70％、参加していない生徒20％、登録しているが参
加していない生徒9％となった。昨年度の65%より上昇している。
　部活動をすることで自信がついた生徒は72％であり、部活動の
意義は大きいと思われる。
　少人数で部活動の維持が難しいが、キャリアアップ部の活動の
幅を広げ、活性化できるよう働きかけしていきたい。

3 地域貢献活動
を通して、生
徒の豊かな人
間性や社会性
を醸成し、自
己肯定感を高
める。（ボラ
ンティア活動
と地域交流事
業の推進、体
験的学習にお
ける｢振り返
りシート｣の
活用、部活動
と生徒会活動
の活性化）

学校関係者評価委員会の評価
・検定取得は採用する側と送り出す側の安心感だと思う。積極的に取り組んでほしい。
・先生は自分のことを理解してくれていると生徒が感じており、思春期に信頼できる大人がいることは大切である。

学校関係者評価委員会の評価をふまえた今後の改善策
・１年生の段階から積極的に資格取得に取り組み、生徒の特長づくりを促進し、上位級へチャレンジする生徒を増やす。
・兼部等を勧め、部活動に積極的に参加する生徒を増やす。



No.4

主担当 実現状況の達成度判断基準 集計結果 分析（成果と課題）重点目標 具体的取組

①

教育に対する多様な保護
者・地域住民の要請にこた
えていくために、ＰＴＡや
地域に対して本校ホーム
ページや学校メールを効果
的に活用し、タイムリーな
情報を提供し、開かれた学
校づくりを推進する。

総務課 本校のホームページやメール配信が
学校の教育活動を知る上で役立って
いると思う保護者が
Ａ　95％以上である
Ｂ　85％以上である
Ｃ　80％以上である
Ｄ　80％未満である

Ｃ
83%

　結果として、C評価であるが、今年は1年生が入学説明会の時
に、保護者と一緒にメール登録をしてもらった結果、1年の登録は
91％と高くなっている。ホームページの利用率も89％となってい
る。
　来年度の1年生にも同様にメール登録してもらうよう指導し、登
録者を増やしたい。
　日々新しい情報を提供し、閲覧者数を増やせるよう学校の広報
活動に努めたい。

②

近隣の小中学校との交流活
動や地域の福祉に係わる活
動やボランティア活動に積
極的に参加する。

総務課
生徒指導課
（特活）
保健環境課

１年間にボランティア活動や地域の
活動に参加した生徒の数が（延べ人
数）
Ａ　600人以上である
Ｂ　500人以上である
Ｃ　300人以上である
Ｄ　300人未満である

Ｂ
557名

　生徒数減少によりボランティア参加のべ人数が昨年よりも50人
程度減ったが、割合に変化はない。和太鼓部・吹奏楽部等が中
心となっていたボランティア活動だが、今年度はキャリアアップ部
として参加する生徒が増えた。福祉系列や食文化の授業での地
域との交流や和太鼓部の地域行事への参加に加え、動橋駅の
清掃や通学路のゴミ拾いなどにチャレンジしたことで地域からの
評価も高い。
　次年度は、地域との交流を更に増やせるように努力したい。

①

ワークライフバランス及び
タイムマネジメントを意識
し、時間外勤務時間が月８
０時間を超える教職員ゼロ
を目指す。

多忙化改善PT 時間外勤務時間が月８０時間を超え
る教職員の１年間の延べ人数が
Ａ　０人である
Ｂ　１～７人である
Ｃ　８～１４人である
Ｄ　１５人以上である

Ｂ
7名

　昨年度は12名の延べ数であったが、本年度は7名と約半数と
なった。教員の長時間勤務が話題となったこともあり、ワークライ
フバランスを意識した働き方改革ができていると思える。
　2年後には時間外勤務時間が80時間を超える教職員ゼロを目
指して、更に取り組みを続けていきたい。

②

教職員の多忙化改善に向け
て、学校現場における業務
改善に積極的に取り組む。

多忙化改善PT 学校現場における業務改善の取り組
みが２つ以上実践できた教職員が
Ａ　90％以上である
Ｂ　80％以上である
Ｃ　70％以上である
Ｄ　70％未満である

Ｂ
86%

　教職員へのアンケート結果では、ほとんどの教職員が2つ以上
実践できていると回答しているが、3名のみが1つと回答している。
多忙化改善1年目としては良い数値であると思われる。
　教育の質を落とさずに業務改善を進めることは難しいが、多忙
化改善に向けた働き方の見直しを続け、社会の変化に対応して
いかなければならない。
　今年度は個々に応じた取り組みを考えてもらったが、次年度は
学校内での目標設定を考えたい。

4 教育活動の成
果を積極的に
発信し、家庭
や地域から信
頼される学校
づくりを推進
する。（ホー
ムページと
メール配信の
効果的活用、
小中学校との
連携強化、積
極的な学校公
開）

5 教職員のワー
クライフバラ
ンス及びタイ
ムマネジメン
トの意識を高
め、多忙化改
善に向けて時
間外勤務縮減
に取り組む。
（多忙化改善
ＰＴの立ち上
げ、時間外勤
務の実態把
握、業務改善
に向けた課題
の洗い出し）

学校関係者評価委員会の評価
・教員の仕事が増えてしまうと思うが、地域のボランティア活動は続けてもらいたい。
・社会的にも時間外勤務が問題になっているが、生徒が相手だと業務を減らすのは難しいことであると思う。

学校関係者評価委員会の評価をふまえた今後の改善策
・地域交流活動やボランティア活動に参加し、地域に貢献する。
・時間外勤務時間が80時間を超える教職員ゼロを目指して、更に取り組みを続ける。


